
経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 
「南三陸商工会 （法人番号４３７０５０５０００２９７）」 

実施期間 平成２８年４月１日～平成３１年３月３１日 

目標 
１．被災事業者の事業施設等復旧による地域経済基盤の整備 

２．水産加工業の体質改善による地域産業振興 

３．商業・観光業の振興による交流人口増と地域コミュニティ再生 

事業内容 

１．地域の経済動向調査に関すること 

  地域内の経済動向、企業経営状況、観光客の来街者数を毎年度、調査・分析す

ることにより、当面の問題点等を迅速に把握し、小規模事業者の今後の見通しや

対応策・事業計画など策定のための資料とする。 

２．経営状況の分析に関すること 

  町内小規模事業者の持続的経営のために、商工会の経営指導員の巡回・窓口相

談、各種セミナーの開催などを通じて、小規模事業者の経営分析を行い、事業計

画策定・実施支援等に活用する。 

３．事業計画策定支援に関すること 

  小規模事業者の経営課題を解決するため、経営分析、需要動向調査等の結果を

踏まえ経営計画策定支援を行い、宮城県よろず支援拠点等と連携して、伴走型の

支援・助言を実施し、小規模事業者の持続的経営を図る。 

４．事業計画の策定後の実施支援に関すること 

  策定した事業計画の目標到達度合いを確認するために、巡回支援を実施し着実

に計画が達成できるよう、専門家等と連携しながら小規模事業者の持続的発展を

図る。 

５．需要動向調査に関すること 

小規模事業者の販売する商品やサービスの需要動向に関する情報を収集・分

析・整理・提供する事で、小規模事業者等が地域内外の消費者ニーズなど外部環

境の認識を深め、商品開発や事業計画策定に役立てる。併せて、伴走支援を行う

経営指導員の支援方針決定にも活用する。 

６．新たなる需要の開拓に寄与する事業に関すること 

水産加工業者に対し、各支援機関で開催される商談会等の年間スケジュールを

把握し、計画的且つ効果のある商談会参加の支援や、ネット販路構築・テストマ

ーケティング実施等を支援する。また、商業者の商品開発支援や情報発信支援に

より、地域内外からの誘客を強化する。 

Ⅱ．地域経済の活性化に資する取組 

  震災にて壊滅した市街地を再構築するため、新市街地を活用したイベントを南

三陸町及び南三陸町観光協会と連携して開催する。開催によって、来訪者を増加

させる事で賑わいをもたらし、新商店街と連携することで地域活性化を図る。 

連絡先 

南三陸商工会 
〒９８６－０７２５ 

住  所 宮城県本吉郡南三陸町志津川字沼田 56 番地 

TEL 番号 ０２２６－４６－３３６６ 

FAX 番号 ０２２６－４６－５３３５ 

U R L  http://japan.311tohoku.com/home/ 

ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ sidugawa@poplar.ocn.ne.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

Ⅰ.南三陸町の概要 

 

Ⅰ.1 東日本震災以前の南三陸町概要 

南三陸町は、宮城県の北東部、本吉郡の南端に位置

し、平成 17 年 10 月に旧志津川町と旧歌津町が合併し

誕生した。東は太平洋に面する一方、三方を標高３０

０～５００ｍの山に囲まれており、海山が一体となっ

た豊かな自然環境を形成している。沿岸部はリアス式

海岸特有の豊かな景観を有し、南三陸金華山国定公園

の一角を形成している。 

宮城県内５番目の水揚げ高の漁港を擁する南三陸町

は、水産業を起点とした産業構造を形成しており、一

次産業の水産業から派生し、水産加工業を中心とした

二次産業、水産資源と地域観光資源を活用した観光

業・商業といった三次産業が発達していた。 

当地域の水産業の特徴として、リアス式海岸によるギンザケ・ホタテ・カキ等の養殖漁業の発

達や、主要養殖品目であるホタテが養殖可能な最南端地域であることなどがある。そのため当地

域の水産加工業は、首都圏に最も近い養殖地域であることを活かし、一次加工のみの生商品を大

都市圏に大量に出荷する事業形態が主流となっている。平成 20 年度工業統計において南三陸町内

の食品製造業は 24 社あり、全事業者が水産加工業で、南三陸町製造業における製造品出荷額の

83％を占めていた。また、水産加工業者全体で 613 名の雇用があり、当地域の基幹産業であると

ともに、消費者となる地域住人の雇用にも大きく貢献していた。 

 

商業に関しては、震災前は観光と交流を主眼に置いたまちづくりを推進していた。商店街でも

町の方針と同様に全国の商店街組織との交流を行い、宮城県初のエコステーション事業、おさか

な通り大漁市、寒だらまつり、全国商店街サミット開催、防災朝市ネットワークへの参画など、

商店街を構成する事業者が率先して活発な活動を実施していた。中小企業庁の「新がんばる商店

街 77 選」におさかな通り商店街が選定され、おさかな通り大漁市が平成 21 年「富県宮城グラン

プリ」を受賞するなど功績が認められている。他にも志津川中学校とのコラボレーションによる

体験学習なども行い、コミュニティビジネスとしての成果が出始め、地域内外のコミュニティ形

成が進められていた状況にあった。 

また、第１次産業を体験する体験型観光を実施し、南三陸町の基本理念「自然との共生」、「自

治意識の高揚」、「ブランド化の推進」を掲げてまちづくりを行ってきた。実践例としては、観光

と交流のまちづくりを展開するため、地域資源を活用した心の交流、食育、産業をテーマとした

学びのプログラムを提供する事業を本格開始すべく準備していた。 

 

Ⅰ.2 東日本大震災後の南三陸町概要 

南三陸町の 4つの行政区(志津川・歌津・戸倉・入谷)のうち、3つの行政区が太平洋沿岸に接

し、市街地も沿岸部に集中していたことから、東日本大震災に伴う津波にて多大な被害を被るこ

ととなった。内陸の入谷地区を除く 3地区は被災率がほぼ 9割を超えており、南三陸町全体でも

80％超の被災率と、南三陸町地域全体が壊滅的打撃を被るに至っている。また、基幹産業である

水産業関連施設のほか、各産業の事業所も沿岸部に集中していたため、地域内の事業者は壊滅的

な被害を被る結果となった。 
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【水産業・水産加工業への影響】 

当地域で最も重要である水産業と水産加工業に関しては、平成 23 年度の水産業生産高が前年比

23.6％、水産加工業含む製造業が同 53.7％と甚大な被害を被った。水産加工業は施設産業であり、

労働集約的産業であるため、震災被害および人口流出の影響が大きく根強い問題を含むに至って

いる。さらに、生産中断・減産となったことで、既存取引先の喪失が生じており、生産体制の整

備のみでは復旧すら困難な状況に陥った。 

 

 【商業環境への影響】 

 東日本大震災以前の南三陸町では、南三陸町居住者の約 4分の 3が食料品や日用品などの最寄

品を中心に南三陸町内で購入していた。震災後は、仮設住宅居住者(町内 1,465 世帯 4,757 人)を

含む南三陸町居住者は、登米市佐沼・迫(約 25km)、石巻市(約 41km)、気仙沼市(約 40km)まで日

常的な買い物のために通わなければならない状態となった。震災によって交通手段を失った多く

の町民にとって日常生活を送る上での買物負担は多大な時間と労力を要するものとなる一方で、

南三陸町の主産業である水産加工業などを含め、地域内の 98.3％の事業所が津波被害を被ったこ

とから、地域住民は雇用の場も喪失した。雇用の場と生活環境を喪失した地域住民は、若い世代

を中心に地域外への移住が進み、震災前後の人口は 15.0％減(2,559 人)の 14,505 人まで落ち込ん

でいる。 

 また、地域住民は、既存の集落を分散させる形で仮設住宅への転居が進められたこともあり、

既存のコミュニティが崩壊した状態にある。地域の祭りや朝市の開催など、地域コミュニティ形

成や外部への情報発信及び集客などに注力してきた既存商店街を含む商業者等が有する本来のコ

ミュニティ機能も喪失した。 

 

【観光環境への影響】 

観光業においては、当町の観光資源が海に依存しており、民宿等の被災状況も著しかったため、

既存の観光への影響は避けられず壊滅的な状況に陥った。一方で、ボランティア等復興需要が生

じたが、それら復興需要は限定的なものであり、平成 23 年度の観光客入込数は前年比 33％まで

激減している。震災前には観光と交流を主眼に置いたまちづくりを進めたことで、約 108 万人の

交流人口があったが、震災後は仮設商店街の一部および地域内の大型温泉宿泊施設の被災地観光

による集客が行われたものの、平成 25 年度時点で入込数 88 万人に留まっている。 

※人口の推移（単位：人・各年とも３月末現在） 

Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

１７，８１５ １７，０６４ １５，３５２ １５，０６６ １４，５０５

(出典：平成２６年度南三陸町統計書) 

※事業所数・従業員数の推移  

 Ｈ１６ Ｈ１８ Ｈ２１ Ｈ２４ 

事業所数 ８６８ ９４５ ８８６ ２５１

（商   業） ３０１ ３１２ ２８４ ７５

（製 造 業） ７６ ７５ ８６ ３９

（観光関連業） １０４ ９８ ９７ １７

（そ の 他） ３８７ ４６０ ４１９ １２０

小規模事業者数 ６７２ ６７３ ６８６ １２５

従業員数 ５，４４８ ６，４２２ ６，１１１ ２，５７１

（商   業） １，３２５ １，４００ １，２４９ ４３６

（製 造 業） １，３０２ １，１７４ １，２５６ ６９０

（観光関連業） ６３１ ６１９ ６７９ ２７８

（そ の 他） ２，１９０ ３，２２９ ２，９２７ １，１６７

(出典：経済センサス) 
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※観光客入込数の推移（単位：千人） 

 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

観光客入込数 １，０２８ １，０８３ ３５９ ８９６ ８８１

宿泊観光客数 ２４８ ２３７ １７５ ２０５ １８２

(出典：観光統計概要) 

 

Ⅰ.3 震災後の復旧状況および課題 

震災後、グループ補助金の認定や県単の復旧支援事業等を受けて各産業の復旧に取り組んでい

るが、市街地の大半が壊滅しているため、事業再開のための土地確保が最大の課題となっている。

この課題に対し、行政側では早急に用地造成を実施しているが、土地引渡が平成２７年度以後を

予定しており、その後の施設建設となるため課題解決にはまだ時間を要する状況にある。当地域

では、新たな街づくりの形成など生活環境の整備によって、地域内の消費者であり労働力ともな

る定住人口の減少に歯止めをかけ地域コミュニティ再生を図るとともに、交流人口の増加を図る

ことで喪失した消費者市場を回復させることが重要課題となっている。 

 

【水産加工事業者の復旧状況および課題】 

南三陸町の水産業は、震災以降卸売場の水揚げ（漁船漁業水揚高）が震災前より上回り、更に

は漁協取扱高（養殖漁業水揚高）もほぼ回復している状況にあるものの、基幹産業である水産加

工業の復旧状況はまだ完全にはなされていない状況にある。 

波及効果・安定的雇用創出のためにも、早急の本格復旧を実施したいところであるが、多くの

水産加工会社が用地の確保が遅れ、手元資金が乏しいことから、現時点では仮設工場での稼働が

続いている。一方、復旧が完了した事業者でも、震災前の居住者が他地区へ転出したことにより、

労働力が確保出来ず、生産体制に支障を来している事業者も少なくない。また、販路に関しても、

製造中断・減産となることで喪失した販路回復にはまだ多大な時間と労力等を要する状況にある。

これらを解決するためには、継続した販路開拓への取り組みと新たな販売戦略の構築・強化が

必要であるとともに、市場ニーズに合致した高付加価値な新商品の開発と市場投入によって事業

の収益構造改善を図ることが課題となる。 

 

 【商業事業者の復旧状況および課題】 

震災直後、全国の商店街ネットワークの支援を受けつつ、被災した旧商店街を中心に「福興市

実行委員会」を立ち上げ、｢南三陸福興市｣を開催することで商業者の事業活動再開のきっかけを

作った。その後、平成 23 年 12 月に伊里前福幸商店街（歌津地区）、平成 24 年 2 月に南三陸さん

さん商店街（志津川地区）の 2か所の仮設商店街を開設することで、地域内外の需要をある程度

満たすに至っている。 

その他の地域内商業者を含む動向としては、被災後に高齢等を理由に約 70 者ほどが廃業したも

のの、仮設商店街や周辺の高台等で事業再開に至っている。 

現在、国の津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金を利用した新たな商店街の形成

を目指し「まち中再生計画」の策定を行った。また、今年 6月に「㈱南三陸まちづくり未来」を

設立し、平成 29 年 3 月に本設商店街の再開を果たすための計画を策定中である。 

策定を行った「まち中再生計画」においては、地域内の人口減少による消費減少に対応するた

め観光客の取り込み強化を図る考えであり、商業の誘客目標として震災前に観光客の来客比率を

30％だったものを、観光客の商店街利用が増加していることも鑑み、地域外からの来客比率を

50％まで引き上げる方針を打ち出している。 

仮設商店街以外の事業者を含め、地域内の商業者は、現在の仮設店舗から本設店舗への移行が

直近の課題であり、急激な経営環境変化に対応できる経営戦略を構築することが求められる。支

援機関には、本復旧を希望する事業者への施策活用支援並びに事業計画策定等による事業再建・

事業継続に対する支援などが必要とされる。 
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 【観光事業者の復旧状況および課題】 

観光業については、家族連れや釣り客等の既存のレジャー需要回復が極めて鈍い。被災地観光

需要の取り込みによって、震災前の観光客入込数に対し平成 25 年度 81.3％まで回復できている

ものの、時間の経過とともに減少傾向にある。また、観光対策として、震災後に新たな体験プロ

グラムの構築を進めたが、本格的なプログラム策定にまでは至っておらず、それを一因として交

流人口は減少したままとなっている。今後、町の復興計画との関係で集客力のある仮設商店街の

魅力も分散する可能性もあり、予測される被災地観光の落ち着きと、回復のめどが立たない従前

目的の観光客動向を鑑みると非常に厳しい状況下にあるといえる。 

観光客誘客による交流人口の回復・増加は、商業者含め当地域経済に欠かせない要素となる。

未活用の地域資源の掘り起し・新たな観光体験プログラムの構築・地域観光情報の発信などが急

務な課題となる。また、宿泊施設等の施設設備復旧を実施した個別事業者等を中心に、個別事業

者の計画性を持った事業実施が求められる。 

 

 【その他事業者の復旧状況および課題】 

その他、建設業においては、復興特需にて多忙である。しかし、生産効率が悪いためコスト高

の状況となっている。また、復興特需終了後の事業展開方法が課題である。 

 

※南三陸町地方卸売市場水揚げ（漁船漁業水揚）の推移（単位：ｔ・百万円）  

 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

数量 ７，０６９ ５，０１６ ３，０４２ ５，９２１ ８，５６６

金額 １，６３７ １，４２６ ９６７ １，３５０ １，８０２

(出典：平成２６年度南三陸町統計書) 

 

※漁協販売取扱高（養殖漁業水揚）の推移（単位：ｔ・百万円）    

 Ｈ２１ Ｈ２２ Ｈ２３ Ｈ２４ Ｈ２５ 

数量 １０，１２１ ７，６７０ １，４３５ ７，３５８ ７，３７８

金額 ４，１５２ ３，５０４ ５８８ ２，３５２ ２，４６８

(出典：平成２６年度南三陸町統計書) 

 

 

Ⅱ.地域内における小規模事業者の中長期的な振興のあり方 

これらの課題や現状を踏まえ、今後１０年程度を見据えた当地域の小規模事業者支援の中長期的

な振興のあり方については以下のとおりとする。 

 

１．地域コミュニティの再生や観光交流人口の拡大を通じた地域内外からの収益確保の強化 

震災後の当地域では統計資料の結果でも人口が大幅に減少していることが判明しており、中に

は住民票を伴わない異動もあることから、実際の人口は統計結果よりも顕著である。 

減少した地域住民との地域コミュニティの再生を目指すとともに、新商業施設を中心とした市

街地再生や被災地の特徴を活かした観光プログラムの開発などを通じて交流人口を増加させ、地

域内外からの収益確保を目指す。 

 

２．事業者の状況に応じた経営強化と販路拡大のための支援 

基幹産業である水産加工業の取引状況変化や、復興に伴い新たに実施されるまちづくりに合わ

せた中心商店街・観光拠点の変化等、経営環境変化などに対する対策や経営力強化、販路拡大に

ついては、水産加工業や商業、観光関連産業のそれぞれの事業者の課題に応じた対応を実施する。
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３．被災事業者の継続的支援 

被災事業者の多くが、施設設備復旧に関する補助金等を活用して再建しつつあるものの、震災

前の売上・利益には未だ至っていない事業者が多い現状を踏まえ、地域内の商工業者について、

行政や各支援機関と連携して事業再建を継続的に支援する。 

 

 

Ⅲ.経営発達支援事業の目標と支援方針 

Ⅱで記載した中長期的な振興のあり方を踏まえ、本計画の最優先事業として被災事業者への事業

再建を継続的に支援するとともに、小規模事業者の持続的発展に向け、個別事業者の経営力向上並

びに販路開拓支援等の強化を図るため、次の 3項目を目標として本事業を実施する。 

 

１．被災事業者の事業施設等復旧支援による地域経済基盤の整備 

旧市街地等の造成完了に伴い順次本設復旧する事業者の支援に関して、設備投資・資金調達等

に係る支援を復旧完了見込の今後 3年間重点的に実施する。 

具体的には、巡回訪問や相談窓口等の場を活用し、個別事業者の経営分析、地域経済動向を踏

まえた経営計画の策定、適正な設備投資の提案などを行い、事業基盤の再生を図る。また、復旧

後の定期的な巡回訪問による PDCA サイクルを用いた伴走型支援によって事業継続性の向上を図

る。 

 

２．水産加工業の体質改善による地域産業振興 

重点業種である水産加工業の高付加価値化による収益力向上を支援することで、地域の中心的

産業振興と雇用の場の確保を図る。 

具体的には、需要動向調査等による市場ニーズ等の情報提供を行い、外部専門家との連携を含

めた新商品開発支援等を実施する。また、販路縮小した事業者等含め、展示会出展支援等による

需要開拓支援を併せて実施し、各事業者の高収益体質への改善を継続的に支援する。 

 

３．商業・観光業の振興による交流人口増と地域コミュニティ再生 

地域商業の中心となる新商業施設建設支援と併せ、観光客誘客等を継続支援することで、小規

模事業者が多くを占める商業・観光業の振興を図る。 

具体的には、まちづくり会社等との連携を強化し、新商業施設入居予定の個別事業者および個

別復旧事業者に対して、巡回訪問・相談窓口等を通した経営分析・経営計画策定支援を実施。本

設復旧後も、実施支援を行うとともに、観光協会等との連携を含めた需要動向調査等の情報提供

を行い、地域資源を活用した商品サービス開発、情報発信による需要開拓等の伴走型支援を実施

する。また、商業分野に関しては新規創業が見込めるため、相談窓口・セミナー開催等を通した

創業支援を実施する。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（平成２８年 ４月 １日～ 平成３１年 ３月３１日） 

 

（２）経営発達支援事業の内容 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

 

１．地域の経済動向調査に関すること【指針③】 

  ＜現状と課題＞ 

 現在把握している各種データは、金融機関レポート等限定的であり、支援における基礎資料

として十分に活用されていなかった事が課題であり、身近な資料をメインに活用し、それ以外

の資料を十分活用していないことが課題である。 

  ＜今後の取り組み＞ 

   以下により地域内の経済動向、企業経営状況、観光客の来街者数を毎年度、調査・分析する

とともに、地域の小売業者や水産加工製造業者など地域の主要な事業者の経営状況や当面の問

題点等を迅速に把握し、個別の事業計画の資料としても活用するとともに、小規模事業者の今

後の見通しや対応策など策定のための資料とする。また、南三陸地域の経済動向としての主要

な調査の結果については、会報やホームページ等を通じて広く地域に提供する。 

  

（事業内容） 

ⅰ 会員アンケート調査を全会員へ毎年９月に郵送し、１０月上旬から１２月中旬まで、経営指

導員が中心となり、巡回訪問、窓口支援により聞き取り調査を行う。調査項目は、商工会支援

事業に対する必要性や満足度、経営上の課題、復興状況、経営革新計画承認制度の説明及び取

り組み希望の有無、商工会ホームページ「商工会会員一覧」への詳細情報登録希望の有無、経

営状況等である。 

ⅱ ⅰのアンケート調査により、売上・利益・雇用・労働時間・賃金等の実態を把握し、当地域

の経済動向を調査・分析する。また、宮城県の商圏（消費動向調査報告書）やみやぎ経済月報

等の統計書を分析し、各業種における今期の業況や来期の見通しなど、経営上の問題点や改善

策などの現況を瞬時に判断し、各業種における景況感の把握、雇用人員の状況、各業種の仕入

れ単価の動きなど、会員企業に対して有益な経営に必要な情報を提供する。 

ⅲ 観光客が訪れる頻度の高い（一社）南三陸観光協会のグッズショップ「みなみな屋」の年間

および月別来客数と売上を把握し、観光客の購買動向について分析を実施する。結果について

は、商工会員宛の定期的なニュースレターに提供する。また、個別相談時にも提供する。 

ⅳ 商業者が震災にて本格再建を行うために、㈱南三陸まちづくりが新設する商業施設はまちづ

くりの最重要拠点であり、地域商業者（志津川・歌津）が４０事業所入居する予定であること

から、これら事業所の出店前後の継続的支援等を通じて経営に関する相談、個々の景気動向や

顧客のニーズの把握を行う。 

ⅴ 経営指導員等の巡回・窓口相談、事業計画策定セミナー等各種セミナーの開催を通じて、地

域内小規模事業者等の景気動向や顧客のニーズについて収集し、事業計画策定支援の基礎資料

として活用する。 

ⅵ 上記調査結果を踏まえて、職員間の情報共有を行い、今後の事業者相談内容に応じて支援に

役立てる。また、概要については商工会ニュースレターで全会員へ周知する。（平成２８年度よ

り） 
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（目 標） 

   被災事業者の復興状況、地域内事業者の収益、雇用状況の実態把握（全会員に聞き取り調査）

を毎年度行い、また宮城県の各種調査結果の推移などを分析し個別事業者に提供することによっ

て、個別事業者の事業計画策定に活用する。また、（一社）南三陸町観光協会の年間・月別購買

客数から、需要の把握と個別事業者の事業計画に活用させる。また、全会員へ集計結果を周知す

ることで事業者の意欲を出させることにつながる。 

 

種 別 対象情報例 調達・発信元 回数／年間

会員アンケート 商工会への要望・復興状況 南三陸商工会会員 １ 

観光客調査 観光客消費購買動向 (一社)南三陸町観光協会 ６ 

各種調査 

中小企業景況調査 宮城県商工会連合会 ４ 

全国景気動向調査 全国商工会連合会 ４ 

消費購買動向調査報告書 宮城県 １ 

みやぎ経済月報 宮城県 ６ 

 

 

２．経営状況の分析に関すること【指針①】 

  ＜現状と課題＞ 

    現状、経営分析については金融指導等を通じた形など限定的に実施しているに留まってお

り、その他の税務等の指導では経営分析に至っていない。小資本の小規模事業者が、経営再建

および持続的発展していくためには、大企業にはない小回りの利く経営が必要となる。小規模

事業者のうち自社の利点を理解している事業者は少数である。経営の再建・持続的発展には各

事業者の強み、弱みを把握することで、特に強みを更に伸ばすことが重要である。 

 ＜今後の取り組み＞ 

被災事業者を含む小規模事業者の再建および持続的発展に向け、経営指導員等の巡回・窓口

相談、各種セミナーの開催を通じて、小規模事業者を中心とした地域事業者の経営分析を行う。

特に、グループ補助金等復旧事業・県単復旧支援事業・小規模事業者持続化補助金等の施策を

活用した事業者へのフォローアップを中心とした支援に重点を置く。小規模事業者の利便性向

上と現場の状況を把握するため、極力、巡回を中心とした支援に努める。 

小規模事業者等の現状把握および経営分析を実施し、被災の有無・財務状況・収支状況等か

ら、経営状態や課題等を踏まえ、事業計画作成支援・実践支援を実施する際の支援方針（テー

マ）を決定する。経営分析等においては、業種特性・被災事業者特性等を考慮した分析・支援

方針決定を行う。 

経営状況の分析後に把握した専門的な課題等については、宮城県商工会連合会（サポーティ

ングリーダー）、宮城県よろず支援拠点、地域金融機関、中小企業支援ポータルサイト「ミラ

サポ」、中小企業基盤整備機構のコーディネーター等を活用し、小規模事業者が抱える経営課

題解決に向けた伴走型支援の実践を通してサポートする。 

 

（事業内容） 

ⅰ 経営分析を実施する事業者の掘り起し手法は、巡回訪問、窓口相談（被災事業者特別窓口相

談含む）、震災復興に伴う支援業務、各種補助金申請支援業務、金融相談業務、記帳申告業務

等にて、事業者支援過程での実施および希望する事業者を対象として実施する。また、管内非

会員（約 80 事業所）についても、中小企業施策の説明会や、毎年 2 月に実施する商工会事業

案内の際などに経営状況等の聞き取り調査を行うとともに経営状況の分析を実施する。 

ⅱ 経営分析の実施に関して、導入部では（独）中小企業基盤整備機構が提供する「経営自己診

断システム」を活用するなど、事業者が一目で理解しやすい資料としてフィードバックを行う

など工夫する。詳細な分析を要するもしくは希望する事業者に対しては、専門知識を有する宮
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城県商工会連合会広域支援グループ（サポーティングリーダー）、宮城県よろず支援拠点等の

各支援機関、専門知識を有する中小企業診断士等専門家などと連携し、実支援を交えながら経

営状況把握を行うとともに経営分析を実施する。 

ⅲ 小規模事業者等の分析手法として、財務分析等の定量的分析やヒアリング等による定性的分

析を実施し、経営課題の抽出、整理、テーマの設定、テーマ別の詳細分析を行うことで、事業

計画策定支援・伴走型支援等の各支援に対する基礎資料として活用する。具体的には、分析結

果から被災事業者再建・企業再建・財務改善・収益改善・成長戦略構築等の経営状況に応じた

支援カテゴリを確認し、個別事業者の実情を鑑みて支援方針を決定し、具体的支援策の導入、

策定する事業計画の目的などに反映する。主要分析項目と主な支援項目例は以下の通り。 

 

■主要な分析項目等 

項目 主な分析手法・項目等 

財務分析 

(定量的視点) 

【売上高分析】 

売上高推移・商品別売上高推移・取引先別売上高推移・客数推移 等

【収益性分析】 

売上高総利益率・売上高営業利益率・売上高経常利益率 

客単価推移 等 

【安全性分析】 

短期安全性・長期安全性・自己資本比率 等 

【効率性分析】 

 資本回転率・資本利益率・設備稼働率 等 

【その他】 

 CF 倍率・生産性分析 等 

財務以外 

(定性的視点) 

【市場状況】 

既存取引先の取引状況、顧客市場の動向、競合の動向 等 

【商品状況】 

企業が提供する製品やサービス、販路・販促・販売手法 等 

【事業者情報】 

企業が保有する設備や技術や従業員、競合他社との差別的要素(強み)

自社において不足している要素(弱み)、復旧状況・震災影響 等 

 

■分析結果から想定される主な支援方針（例） 

経営状況 支援方針 

収益性は確保しているが財務状況に問題が

みられる状況（物的被災事業者に多い傾向）

金融支援等を通した財務改善支援 等 

 

財務面に問題は見られないが収益性に問題

がみられ、収益改善傾向がみられない状況 

（直接間接被災事業者に多い傾向） 

事業（マーケティング）改善支援 

※販路開拓の他、高付加価値化、業務改善等

も含まれる 

収益性・財務状況ともに問題がみられない状

況 

成長戦略構築支援 

経営管理（モニタリング）手法導入支援 

収益性・財務状況ともに問題がみられる状況 事業改善・財務改善の双方を含む経営再建支

援 

直接・間接の震災影響が未解決の状況 上記各方針に加え、本設復旧（設備投資）・

マーケティング改善に関する支援 

 

ⅳ 経営分析を通した支援方針の決定に基づき、個別事業者の業種・状況・課題等に応じた支援

策の導入と計画的事業実施のための事業計画策定を支援する。具体的には、収支改善方針に対
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する市場分析情報提供・販路開拓・新商品サービス開発等のマーケティング改善支援、財務改

善方針に対する再生計画策定支援・金融支援、新規投資（施設復旧等含む）に対する投資計画

策定・資金調達等の各支援を検討・実施するとともに、各課題解決に活用可能な経営革新・復

旧補助事業等の施策情報提供と申請支援も検討・実施する。個別事業者の経営状況等により、

事業者個別の複合的な支援を実施することもあると考えられる。 

ⅴ 支援実施および実施後には、事業計画をもとにした経営状況のモニタリングを実施し、計画

達成のための必要に応じた支援を行うとともに、事業計画の見直しも支援する。 

 

(目 標) 

項目 現状 H28 H29 H30 

巡回訪問件数 (延) 1,450 (延) 1,450 (延) 1,450 (延) 1,450

経営自己診断システム

利用件数 
15 18 21 24

経営分析件数 6 12 15 18

  ※ 経営分析件数については、当初経営指導員１名につき２件を目標として、実施する。 

   平成２８年以降１年毎に１名につき１件増加させる。 

   伴走型支援の実施において実現可能な件数として設定。 

 

 

３．事業計画策定支援に関すること。【指針②】 

＜現状と課題＞ 

    現在は金融、税務、労務など対処療法的な支援が中心となっていることが現状であり、各種

補助金申請支援の個別支援は実施しているが、経営に一歩踏み込んだ提案型の支援に切り替え

ていくことが課題であった。 

＜今後の取り組み＞   

    小規模事業者が東日本大震災からの復興、経営課題を解決するため経営分析、市場調査等の

結果を踏まえて、事業経営計画策定支援を行う。個別事業者が商品及び技術の強みを再確認し、

本会が伴走型支援を通じて、商品のブラッシュアップ等による収益改善を図り、積極的に情報

発信することにより商品の独自性及び技術の認知度向上を図る。併せて重点三業種についても

同様の支援を実施する。更に被災からの復旧状況に応じた事業計画策定支援を実施する。 

「計画作成意義の啓蒙→各種セミナー、個別相談会の受講→販路拡大、収益改善への取組み→

販売戦略、戦術の検証」といった支援スキーム（ＰＤＣＡ支援サイクル）を組み、支援小規模

事業者の変化する経営実態、ニーズをふまえ、全面的なバックアップ支援を実施する。また、

宮城県よろず支援拠点等と連携し、伴走型の支援・助言を行い、中小企業・小規模事業者の経

営の持続的発展を図る。 

 

（事業内容） 

ⅰ 東日本大震災被災事業者を対象にした、経済復興を目的とした特別相談会を開催により、事

業計画策定を目指す小規模事業者の掘り起こしを広く行う。震災から復旧再建を目的とする事

業者へ啓蒙活動を行う。 

ⅱ 事業計画策定等に関するセミナー、個別相談会の開催により、事業計画策定を目指す小規模

事業者の掘り起こしを行う。より成長性を志向する事業者へ啓蒙活動を行う。 

ⅲ ２．経営状況の分析での窓口相談、巡回指導時に、小規模事業者からの相談等を受けると共

に、適時専門家とも連携しながら事業計画の策定に当たる。 

ⅳ 事業計画策定を目指す小規模事業者等の他、金融相談、小規模事業者持続化補助金、ものづ

くり補助金等の申請時に事業計画の策定支援を行う。さらに小規模事業者持続化補助金の申請

時に、作成した事業計画による効果的な販路開拓を図る手段として、各種展示会への参加、ホ
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ームページやＥＣサイトへの掲載等、ＩＴを活用し計画に即した効果的な広報を実施し、販路

開拓に向けての支援を行う。 

ⅴ 南三陸町と連携して、創業を目指している方々を対象にした創業計画相談会を開催する。特

に、当地域においては、地域課題を地域住民で解決を実施するコミュニティビジネスの手法を

活用した計画策定の支援を中心に実施する。 

ⅵ 東日本大震災からの事業再建、事業再興を目指す事業者に対して、事業計画の策定支援を行

う。さらに、有効と思われる施策についても活用を促し、申請に取り組む場合には積極的に支

援する。 

ⅶ 上記事業計画策定支援者において、持続的発展に取り組む事業者に対しては、経営発達支援

融資制度の支援を実施する。 

 

(目 標) 

項目 現状 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

セミナー・個別相談会開催回数 ３０ ３０ ３０ ３０

事業計画策定支援事業所数 ７３ ７６ ７６ ７６

内補助事業計画策定支援事業所数 ２３ ２６ ２６ ２６

 持続化補助金事業計画 ２２ ２５ ２５ ２５

ものづくり補助金事業計画  １  １  １  １

創業計画 ２ ２ ２ ２

 

 

４．事業計画策定後の実施支援に関すること【指針②】 

＜現状と課題＞ 

   震災後、グループ補助金等の施策を活用しながら事業計画策定を行ってきたが、定期的なフォ

ローアップの体制構築に至っていない。現状は相談がある場合に対応を行っている。 

＜今後の取り組み＞ 

   策定した事業計画の目標到達度合いを確認するために、巡回支援を実施する。具体的には、３

ヶ月に一度程度計画達成しているか確認を行うために巡回を行う。着実に計画が達成できるよ

う、専門家等と連携しながら小規模事業者の持続的発展を図る。 

 

（事業内容） 

ⅰ 事業計画策定後に、必要に応じたフォローアップ支援を行うため、３ヶ月に１度巡回訪問し、

進捗状況の確認を行う。計画の進捗状況・達成度を確認する。具体的な指標としては、売上、

粗利益、原価、費用、収益、借入金等を確認する。（モニタリングシート別途作成）。支援内容

は、計画計数のチェックのほか、特に、指針に基づく販路開拓、拡大に資するフォローアップ

支援を実施する。とともに、必要に応じて専門家による適切な指導・助言を行う。 

ⅱ 国、県、市、全国連等の支援施策等の広報周知及び中小企業支援ポータルサイト「ミラサポ」

への登録支援を行い、事業所自らが課題に応じた情報収集を行えるよう支援する。 

ⅲ 創業希望者については、特別相談窓口を定期的に設置して、創業希望者の基礎知識向上を図

り、計画策定等の個別具体的な支援を実施する。 

ⅳ 創業後は、本会経営指導員と専門家による個別フォローアップ、課題解決を図り、伴走型支

援を実施する。 

ⅴ 東日本大震災からの事業再建、事業再興を行う計画策定を行った事業者については、本会経

営指導員と専門家による個別フォローアップ、課題解決を図り、伴走型支援を実施する。  
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(目 標) 

項目 現状 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

フォローアップ事業者支援数 ２３ ２６ ２６ ２６

フォローアップ回数（述べ） ２９２ ３０４ ３０４ ３０４

 

 

５．需要動向調査に関すること【指針③】 

＜現状と課題＞ 

  現在の需要動向調査については、各種補助金申請事業者の一部の事業者に対する現状把握に留

まっているほか、小規模事業者に対する需要動向調査の情報提供も、上述の地域の経済動向調査

と同様に、支援機関や金融機関等が発行している身近な資料の提供に留まっており地域内外の具

体的な需要動向の把握、分析、提供までは至っていない。 

＜今後の取り組み＞ 

今後は、具体的な地域内外の需要動向を把握するために、地域消費者並びに観光客を対象とし

たアンケート調査による購買動向調査などを実施するとともに、加えて宮城県消費購買動向調査

や内閣府の消費動向調査、観光庁の旅行・観光消費動向調査等の各種統計調査、(株)日本経済新

聞デジタルメディアが提供する日経テレコンの情報等の外部データ分析などを通じて地域内外

の需要動向について調査する。 

また、把握した地域消費者ニーズの分析等は、宮城県商工会連合会（サポーティングリーダー）、

宮城県よろず支援拠点、中小企業基盤整備機構等の専門家と連携し、新たな需要開拓のための事

業計画策定の基礎資料として活用するなど地域小規模事業者に個別に提供していく。 

 

（事業内容） 

ⅰ 域内の小売・サービス事業者等の域内の需要の拡大に資するために、地域消費者を対象とした

消費動向調査を実施する。具体的には年 1回、南三陸町協力のもと、町内小学校の保護者を対象

に、地域内消費者の最寄品（食料品・日用品）、買回品（衣料など）、理美容、飲食別の消費状況

について、普段買物している店舗（個店・スーパーなど）や購入先選択の理由、満足度等を調査

する。調査は、下記項目などを記載したアンケート形式で実施し、地域消費者の具体的な需要、

消費に関する動向を把握する。 

これらの調査結果については、性別や年齢別など属性別に整理分析するとともに、地域内の小

売・サービス業者に提供して新たな商品の品揃え、商品やサービスの開発などの需要調査として

の活用を支援する。 

【調査項目】 

◆属性(年齢・性別・居住地域) 

◆最寄品・買回品・理美容・飲食別に調査（商品・事業ごとに適切な質問に変更）

①普段購入（利用）している店舗  ②購入（利用）頻度 ③店舗選択の理由  

④一ヶ月（一回）あたりの消費額 ⑤購入商品・サービスに関する満足度 ⑥商

品・サービスに対する要望 等 

また、上記アンケート調査を補完する調査として、宮城県消費購買動向調査報告書を活用し、

提供する商品・サービスに伴う地域内及び県内の商圏の変化、東日本大震災による消費者買物動

向の変化、地元購買率等の消費動向等についても分析・整理し提供する。 

ⅱ 地域外の観光客の需要動向を調査するために、（一社）南三陸町観光協会と連携し、域外から

年 間４万人訪れる同協会グッズショップ「みなみな屋」などで、観光客の目的・利用サービ

ス・購入商品・ニーズ等についてアンケート調査を実施する。アンケート調査では以下の調査

事項を記載し、同ショップ内に設置して毎月回収・集計するとともに、調査項目毎に月別、年

別に整理分析する。これらの回収は月１００件を目標とする。 

平成２９年度からは、新たに形成される商店街に開設を予定している産直販売施設において



- 12 - 
 

同様の調査を実施し毎月アンケートを回収するとともに、顧客属性や調査先業種別に整理分析

を実施する。 

これらの結果については、地域の観光客向けの小売業・飲食等サービス業・宿泊業・商品製

造販売等を行っている小規模事業者等に個別に提供し、観光客の具体的な需要の把握を通じた

新たな商品やサービスの開発など需要の開拓を支援していく。 

【調査項目】 

①来店（来町）者属性(年齢・性別・居住市町村) ②来町目的手段および滞在日数

③来町頻度 ④購入した商品・理由 ⑤購入価格 ⑥商品・サービスに対する満足

度 ⑦商品サービスに対する要望 ⑧町・施設の魅力 ⑨店舗選択の理由 等 

※調査対象の観光客に対し、観光関連商品サービス（宿泊・飲食等サービス・小売等）

に対するアンケート調査項目を取り纏めて同時に実施する。 

また、上記アンケート調査を補完する調査として、観光庁「旅行・観光消費動向調査」報告書

等を活用し、宮城県への国内旅行動向、旅行・観光に関る消費動向、消費者嗜好の変化等につい

ても分析・整理し、観光客ニーズに対応した商品開発及び販路開拓の基礎資料として活用する。

ⅲ 更に、首都圏等への全国展開及び新商品・サービス等を開発する水産加工業者等に対しては、

日経テレコンＰＯＳ情報を活用し、類似する商品やサービス等の消費トレンドや売れ筋商品等の

情報についても個別に整理分析して提供する。 

ⅳ 収集、分析した需要動向データについては、巡回訪問、窓口相談を通じて、小規模事業者の事

業内容に応じた情報の提供を図り、新たな需要開拓等を目的とした事業計画策定等の基礎資料と

して活用を図る。 

ⅴ 上記（ⅰⅱⅲ）にて調査して得られた結果については、地域小規模事業者に対し、新たな需要

開拓等を目的とした事業計画策定等に活用する。また、個別事業者へ経営体力、経営資源、将来

性を考慮した指導・支援を実現する。 

 

(目 標) 

項目 現状 ２８年度 ２９年度 ３０年度 

消費者を対象とした需要

動向調査総数・実施回数 

０ １００人

／１回

１００人

／１回

１００人 

／１回 

上記調査結果提供件数 ０ ６０件 ６０件 ６０件 

観光客を対象とした需要

動向調査数・集計期間 

０ １００人

／月

１００人

／月

１００人 

／月 

上記調査結果提供件数 ０ ６０件 ６０件 ６０件 

外部データ分析・整理 

情報提供件数 

０ １５件 １５件 １５件 

 

 

６．新たなる需要の開拓に寄与する事業に関すること【指針④】 

＜現状と課題＞ 

   震災により一度失った水産加工業の販路の回復は依然厳しい状況にある。これまでの需要開拓

支援は、他の支援機関で実施する展示会・商談会や地域内のイベント等の情報提供と出展勧奨を

主な支援としてきた。課題としては、展示会・商談会に慣れていない事業者に対し、より効果的

な商談機会となるよう出展前の事前支援と商品のブラシュアップ等出展後のフォローアップ支

援が必要とされる。 

＜今後の取り組み＞ 

水産加工業者を中心とした小規模事業者の新たな販路開拓として、現時点での単独開催は困難

な状況にあることから、他の支援機関が開催する展示会・商談会の機会を最大限に活用し、地域

小規模事業者に対して年間スケジュール等の情報提供を迅速に行い、計画的且つ効果のある展示
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会・商談会参加を支援する。具体的には商談会に慣れていない事業者へのＦＣＰ商談シート作成

や商品訴求力を高めるための陳列方法等、商談成立率の向上のための事前支援を行うとともに、

商談後には、名刺交換を行ったバイヤーへのアプローチ方法、商品の評価を踏まえた商品力・販

売力アップのための商品改良等の事後支援を宮城県よろず支援拠点等の専門家を活用し実施し

ていく。 

また、全国商工会連合会運営のＥＣサイトを活用したネット販売、１００万会員ネットワーク

や南三陸商工会ホームページ等ＩＴを活用した地域産品のＰＲ支援、首都圏にあるアンテナショ

ップへの出展支援も行いながら、地域小規模事業者の販路開拓と認知度の向上を図る。 

   更に、平成２９年３月にオープン予定の新商業施設は、住民の高台移転により住宅地と離れた

場所に立地することから、地域消費者の誘客に加え、観光客も視野に入れた新商業施設への誘客

対策の支援が必要であり、需要動向を踏まえた地域資源を活用した新商品及びご当地グルメの開

発等の入居事業者各店の魅力向上に向けた支援、SNS を使ったＰＲ活動、定期的な共同販促事業

の実施など小規模事業者の新たな需要開拓を支援する。 

 

（事業内容）  

 ■水産加工業者を中心とした新たな需要開拓支援 

【展示会・商談会出展支援（ＢｔｏＢ支援）】 

ⅰ 首都圏の百貨店や大手通販業者等との販路拡大を目指した全国商工会連合会「いいものニッ

ポン再発見商談会」や、東日本大震災以後の平成２４年度より仙台商工会議所が事務局となり

東北各県の会議所や商工会と連携して東北域内から地域産品や食品加工を中心にこれまで延べ

６９１者が出展し域内外のバイヤー等と商談を行う機会となる「伊達な商談会」、青森・岩手・

宮城・福島・茨城県内沿岸部水産加工事業者約 100 業者が出展する復興水産加工業販路回復促

進センター主催の「東北復興水産加工品展示商談会」等、他の支援機関にて開催される商談会

においても開催情報の収集を行い、効果のある商談機会となるよう地域内事業者と連携して出

展支援を行う。 

ⅱ 地域内(県内)での取引拡大に向け、県内スーパーや卸業者等のバイヤーと県内製造業者等が

一堂に会する宮城県商工会連合会主催の「地域内商談会」へサプライヤー側として参加する水

産加工業者等に対し、商品の魅力を効果的に発信できるよう独自の広報資料を準備して出展支

援を行うとともに、バイヤー側として取引先拡大を狙う地域内卸・小売業者の参加も促し、双

方における宮城県内での新たな販路開拓を支援する。 

ⅲ 展示会・商談会出展に対する事前支援として、出展する小規模事業者に対し、商談技術や商

品アピール手法の向上、ＦＣＰシート作成など宮城県よろず支援拠点並びに中小機構震災復興

販路開拓アドバイザー等の専門家と連携し、バイヤー等が求めているニーズを踏まえた商談手

法等の習得を支援する。 

ⅳ 展示会・商談会終了後には、名刺交換したバイヤーや来場者などに対し、礼状やサンプル等

を送付するなど、手応えのあったバイヤーとの早期商談を可能とするためにアプローチ方法に

ついて適切な助言とフォローアップ支援を行う。 

ⅴ 展示会・商談会時におけるバイヤー等の意見、又は後日アンケートを記載してもらい、その

情報をもとによろず支援拠点等の専門家と連携し、商品力・販売力向上に向けた商品のブラッ

シュアップ支援を行うとともに、販路開拓活動を踏まえた事業計画の見直し等を支援する。 

ⅵ 商談会等に招聘しなくとも、取引成立の可能性のある企業等を紹介・斡旋し、継続的なサポ

ートを行う。 

【インターネット販路構築支援（ＢｔｏＣ支援）】 

ⅶ 全国商工会連合会運営のＥＣサイト「ニッポンセレクト.com」等の出品支援を行い、ＩＴ

を活用した販路開拓を支援し販売促進と商品の認知度向上を図る。毎年、新商品開発事業者や

新たな販路開拓を計画している小規模事業者に対し、出品勧奨を行いながら出展者数や商品ア

イテム数の増加に繋げる。 

ⅷ 全国商工会連合会が運営している、１００万会員ネットワーク及び南三陸商工会ＨＰへ小規
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模事業者の提供している商品・サービスの情報及び企業情報の掲載支援を行い、販路開拓と認

知度の向上を図る。 

 【アンテナショップ出展支援（ＢｔｏＣ支援）】 

  ⅸ 首都圏への販路拡大を狙っている水産加工業等に対しては、東京池袋にあるアンテナショッ

プ「みやぎふるさとプラザ」や有楽町にある「まちからむらから館」等への出展を支援し、 

   全国展開を視野に入れたテストマーケティングの場として出展者数や商品アイテム数の増加

を図るとともに、三陸ならではの豊富な資源を活かした地場産品の認知度向上に向けた場とし

て有効活用し、地域小規模事業者の販路拡大を支援する。 

■新商業施設入居事業者に対する需要開拓支援 

ⅰ 平成 29 年 3 月にオープン予定の新たな新商業施設入居事業者に対して、㈱南三陸まちづく

り未来と連携し、施設整備に向けた支援を行うとともに、誘客対策や共同店舗としての機能向

上に向けた具体的な方策を入居事業者と研究検討し、共同店舗としての実施計画策定と効果的

な事業の展開を支援する。 

ⅱ 各入居事業者（３６事業者）に対しては、それぞれの強みを活かした店づくり、地域資源を

活用した新商品及びご当地グルメの開発等の支援を宮城県よろず支援拠点等の専門家と連携

し、個店の魅力向上に向けた支援を実施するとともに、ＳＮＳを使ったＰＲ活動、定期的な共

同販促事業の開催等による誘客を促進し、小規模事業者の新たな需要開拓を支援する。 

（年度別支援内容） 

年度 支援内容 

【新商業施設オープン前】 

平成 28 年度 

①仮設店舗「さんさん商店街」に対する誘客支援 
②新商業施設整備への支援 
③新商業施設の誘客対策・魅力向上方策の研究及び実施計画策
定支援 

【  同  オープン後】 

平成 29 年度～30 年度 

①個店の強みを活かした店づくりの支援 
②地域資源を商品開発・ご当地グルメ等の開発支援 
③ＳＮＳを活用した共同店舗・個店のＰＲ活動支援 
④定期的共同販促事業開催支援 

 

（目 標） 

項目 現状(見込) Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

地域内商談会サプライヤー 
参加事業所数（商談成約件数） 

１

（２）

７

（１４）

７

（１４）

７ 

（１４） 

独自広報資料掲載件数 ０ ７ ７ ７ 

地域内商談会バイヤー 
参加事業所数 

０ ３ ３ ３ 

展示会・商談会参加事業所数 
（商談成約件数） 

２

（８）

３

（９）

５

（１５）

７ 

（２１） 

ＦＣＰシート作成等事前指導
事業者数 

０ ７ ７ ７ 

ＥＣサイト出品支援事業者数 
（出品商品アイテム数） 
（1事業者当たりの販売件数） 

０

（０）

（０）

３

（１２）

（６０）

５

（２０）

（８４）

７ 

（２８） 

（１２０） 

１００会員ネットワーク 
新規登録事業所数 

０ ３ ５ ７ 

アンテナショップ出展支援数 
（1事業者当たりの販売件数） 

０

（０）

３

（１８０）

５

（２４０）

７ 

（３００） 

新商業施設入居事業者への需
要開拓支援事業者数 

０ ３６ ３６ ３６ 
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Ⅱ．地域経済の活性化に関する取り組み 

 

 南三陸町では、「なりわい」を観光資源とし、観光まちづくりを進めて来た経緯がある。しかしな

がら、東日本大震災にて地域が壊滅してしまい状況は一変した。観光産業は壊滅的な打撃を受け復活

できないと思われたが、平成２４年には、震災以前に開発された「キラキラ丼」のブランドが復活す

るに至った。今後は、一次産業の再開により、震災以前に取り組んでいた、漁業体験等を通じたブル

ーツーリズムや農山村部における繭細工体験、民泊等を活用したグリーンツーリズムなどの再生・強

化を推進し、新しい観光として震災を風化させないための、震災語り部などの学びのツーリズムを創

出し、平成２６年に国より採択を受けた「南三陸町バイオマス産業都市構造」に基づく、新たなる観

光資源の発掘。地域資源を活用したものづくりのインダストリアル観光の創出を行政、事業者、町民

とともに行う。 

 また、中心を担っていた市街地が東日本大震災にて壊滅してしまった。震災から４年の歳月が経過

したが、未だに本格的な産業を再開出来る土地が確保出来ていない。このため、新市街地を形成する

ことを目的に、本会において商業地域復興計画策定委員会を組織して検討を行っている。検討結果を

行政側へ意見具申を行い、行政にてまちなか再生計画に盛り込んでいる。 

 市街地再生後の活性化策についても、南三陸町、（一社）南三陸町観光協会、㈱南三陸まちづくり

未来等と早急に方向性の検討を行い、町外からの来街者を増やす施策を創出する。具体的には、従前

顧客を増やすために行ってきた、各種催事を定期的に開催する。更に、新地域ブランド策定のため、

未活用資源の活用方法について検討を行う。 

 

（事業内容） 

ⅰ 本会震災地域商業復興計画策定委員会を月２回開催し、新市街地形成に向けて今後のまちづ

くりの方向性を検討し、情報の共有化を行う。 

ⅱ 南三陸町、（一社）南三陸観光協会、㈱南三陸まちづくり未来等と情報連絡会議を設置して、

市街地形成後の活性化策の方向性について検討する。 

ⅲ (一社)南三陸観光協会、㈱南三陸まちづくり未来と連携して、地域資源を活用した着地型観

光および新地域ブランド策定の実施により地域経済の活性化を図る。 

具体的な内容としては、ものづくり事業所の見学等を行うインダストリーツアーの策定。南三

陸にて獲れるタナゴ、アイナメなどの小魚、評価の高い肉牛を活用した新商品化を図る。 

ⅳ 南三陸町、（一社）南三陸観光協会と連携して、「なりわい」を観光資源とした観光の再生。

強化、資源循環型社会の地域化を前面に出す新ブランドの創出を図り、観光の振興を推進する。

ⅴ 町外者の来場を目的とした定期的なイベント（歌津わかめまつり、歌津しろうおまつり、志

津川湾夏祭り、産業フェア、おすばて祭り）を開催することで集客を図る。イベントの形態は、

にぎわい創出と販売促進の二つの役割を持つ。 

 

販売促進のためのイベント一覧 

 

イ ベ ン ト 名 内   容 

産業フェア 
地場産品を一堂に集め、展示即売する一大産業祭で、町

内の新鮮な地場産品を展示即売します。  

おすばてまつり 

「おすばて」とは三陸地方の方言で酒の肴のこと。南三陸町志津川魚

市場では暮れの魚介類特売を目的に毎年おすばてまつりを開催してい

ます。遠方からの観光客を含め数千人が来場する。 

 

 

 

 



- 16 - 
 

（目標） 

項目 現状 Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ 

震災地域商業復興計画 

策定委員会 

２４ ２４ ２４ ２４ 

情報連絡会議回数 ６ １２ １２ １２ 

イベント開催回数 ５ ５ ５ ５ 

イベント来場者数 １８，０００ １８，０００ １８，０００ １８，０００ 

 

 

Ⅲ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組み 

 

１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

  支援ノウハウ、支援の現状、支援策の情報交換については、専門家派遣によるものなど限られて

いる。南三陸町、地区内金融機関との地域企業の経営状況について情報交換する場として「金融懇

談会」を不定期で開催しているが、実際の検討内容は町の振興資金の融資動向が中心であった。 

今後は、日本政策金融公庫や地域内金融機関、石巻管内商工会・商工会議所などの支援機関との

情報交換の機会を設け、互いの支援を通じた小規模事業者の震災復旧・復興の状況や問題・課題解

決のための効果的な支援の方法、また小規模事業者に対する売上・利益確保のための支援事例等の

情報交換を行い、支援ノウハウの向上に努める。 

また、定期的に開催している個別相談会の中小企業基盤整備機構震災復興支援アドバイザーや宮

城県よろず支援拠点のアドバイザー等と経営指導員との支援連絡会議も随時行い、地域内小規模事

業者へ提案した問題解決手法等について共有するとともに、今後の支援の方向性について検討する

など、今後の小規模事業者の持続的発展に向けた経営支援力の強化を図る。 

 

  今後の取組内容 

ⅰ 本会、南三陸町、七十七銀行志津川支店や仙台銀行志津川歌津支店など地区内金融機関との間

で年１回行われている金融懇談会を通じて、地域内景気動向、金融支援の現状やノウハウ、需要

動向等について情報交換を行い支援能力の向上を図る。更に、日本政策金融公庫石巻支店と管内

商工会・商工会議所の経営指導員との間での年２回開催される「小規模事業者等経営改善資金貸

付連絡会議」を通じて、地域企業の設備投資動向、業種別動向などの地域金融状況と、各商工会・

商工会議所地域の復興状況や商工業の現状・課題を踏まえた支援ノウハウ等について情報交換を

行い、小規模事業者の需要を見据えた経営戦略策定支援の基礎資料として活用する。 

ⅱ 宮城県商工会連合会主催の「経営力向上支援事例発表会」を通して、各商工会経営指導員によ

るチーム支援で経営力向上に導いた支援事例について共有し、各商工会での成功指導事例の共有

を通じて、小規模事業者支援の具体的なノウハウ等について情報を交換する。 

ⅲ 中小企業基盤整備機構東北本部の協力のもと、専門家の無料相談会を毎月３回以上「震災復興

支援アドバイザー制度」を活用して開催している。 

   この様な、震災復興支援アドバイザー、よろず支援拠点等の専門家活用による小規模事業者の

相談案件に対して、これらのアドバイザーや各専門家との間で、提案された個別の課題解決策や

今後の支援方向性等について本会職員と共有・検討するための「支援連絡会議」を随時開催して、

支援ノウハウ向上に向けた具体的な情報交換を行う。 

   

２．経営指導員等の資質向上等に関すること 

 経営指導員等の資質向上等については、宮城県商工会連合会等が主催するテーマ別研修会への参

加を中心としており、各職員の知識の向上にとどまっている。職員間での指導ノウハウの共有化を

図る仕組みは構築されておらず、経営指導員等の経験年数により指導能力に差異が生じている状況

にある。組織としての支援能力の向上が課題である。 
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＜今後の取組み＞ 

ⅰ 従来の金融・税務・記帳指導の基本的な能力に加え、職員別に次に掲げる能力を身につけるた

めの資質の向上を図る。 

経営指導員 

新たな需要開拓による売上・利益の確保を図るための支援能力 

・小規模事業者の経営環境、経営状況を分析し、経営課題の抽出、 

課題解決の方策を提案する能力 

・計画の検証と軌道修正できる能力 

・支援内容にあった専門家を有効に活用できる能力  等 

補 助 員 
・上記全般に対する経営指導員をサポートする能力 

・軽微な経営課題に対しある程度解決策の方向性を提案する能力 等 

記帳専任職員 
・経営指導員並びに補助員をサポートする能力 

・小規模事業者の相談内容を捉え、経営指導員に明確に繋ぐ能力 等 

 

ⅱ 研修会参加による資質向上として、認定経営革新等支援機関としての意識を高め、宮城県商工

会連合会が主催するテーマ別研修を職員に年１回以上受講させることで不足する経営支援スキ

ルを向上させる。また、中小企業大学校が主催する中小企業支援担当者研修を経営指導員に年１

回以上受講させることで、新たな需要開拓による売上・利益を確保することを重視した支援能力

の向上に努める。 

ⅲ 経営指導員相互の指導能力の向上を図るため、月１回の経営向上研究会を開催し、宮城県商工

会連合会サポーティングリーダー等の支援のもと、経営指導員全体で小規模事業者の支援状況及

び支援ノウハウを共有するとともに、チームによる支援を実践することにより売上・利益の確保

に資する幅広い提案内容などお互いのスキルを学ぶなど、ＯＪＴにより伴走型の支援能力の向上

を図る。 

ⅳ 全国商工会連合会が実施するＷＥＢ研修を経営指導員全員受講するとともに、資格取得を目指

し中小企業診断士資格試験を積極的に挑戦し、自己啓発による資質向上に努める。 

ⅴ ３ヶ月に１回全職員による全体会議を開催し、経営指導員等が研修会で得た支援ノウハウ等や

地域内の小規模事業者の景況や経営状況等の情報を共有することで組織全体における支援能力

の向上を図る。また、人事異動により担当職員が異動した場合にも小規模事業者への支援に支障

をきたさないようにＷｅｂポータルサイト「小規模事業者支援システム」の経営カルテに事業所

別に支援内容等を蓄積し情報共有を図る。 

   

３．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

  毎年度、本計画に記載の事業の実施状況及び成果について、下記の方法により評価・検証を行う。

 ⅰ 中小企業診断士、宮城県よろず支援拠点のコーディネーター等の有識者による、評価委員会を

新たに設置し、事業の実施状況、成果の評価・見直し案の提示を行う。 

 ⅱ 経営力向上研究会において、評価・見直し方針を決定する。 

 ⅲ 事業の成果・評価・見直しの結果については、理事会に報告し、承認を受ける。 

ⅳ 事業の成果・評価・見直しの結果を南三陸商工会のホームページ 

（http://japan.311tohoku.com/home/ ）で計画期間中公表する。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（27 年 5 月末日現在）

（１）組織体制 

 

①実施体制 

 

担当事業 職務・役割 統括責任者 主担当者 担当者 

経営発達支援

事業 

・地域の経済動向調査 

・経営状況の分析 

・事業計画書策定支援 

・事業計画書策定後の実施

支援 

・需要動向調査 

・新たな需要の開拓に寄与

する事業 

経営支援課長 経営支援課長 経営支援課 

経営指導員   3 名

補助員     1 名

記帳専任職員 3名

 

 

 

地域経済の活

性化に資する

取組 

 

 

 

 

経営支援課長 経営支援課 

主査 

経営支援課 

経営指導員   3 名

補助員     1 名

記帳専任職員 3名

経営発達支援

事業の円滑な

実施に向けた

支援力向上の

ための取組 

・他の支援機関との連携を

通じた支援ノウハウ等の

情報交換 

・経営指導員等の資質向上

等 

・事業の評価及び見直しを

するための仕組み 

事務局長 事務局長 経営支援課 

経営指導員   3 名

補助員     1 名

記帳専任職員 3名

 

 

 

 

 

②組織図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

職員配置数 

 

事務局長    1 名 

経営指導員   3 名 

補助員    1 名 

記帳専任職員 3 名 

計       8 名 

会  長 
(非常勤) 

事務局長 
１名 

経営支援課 
経営指導員 ３名 
補助員   １名 
記帳専任職員１名 

総務課 
事務局長   １名 
記帳専任職員 ２名 

理事会・監事 

経営支援発達委員会 
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（２）連絡先 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【南三陸商工会】 

所 在 地  ：宮城県本吉郡南三陸町志津川字沼田 56 

担 当 課  ：経営支援課 

電話番号   ：0226-46-3366   

FAX 番号   ：0226-46-5335      

ホームページ ：http://japan.311tohoku.com/home/ 

メールアドレス：sidugawa@poplar.ocn.ne.jp 

 

【南三陸商工会 歌津支所】 

※ 東日本大震災以降閉所中 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 平成２８年度 

( ２８年４月以降) 
平成２９年度 平成３０年度 

必要な資金の額 ６１０ ６１０ ６１０

 

１．地域の経済動向調査   ８０ ８０ ８０

２．経営状況の分析  １００ １００ １００

３．事業計画策定支援  １００ １００ １００

４．事業計画策定後の実施支援 １００ １００ １００

５．需要動向調査 ８０ ８０ ８０

６．小規模事業者販路開拓支援事業 １５０ １５０ １５０

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

会費、経営発達補助金、県補助金、町補助金、手数料 

 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 商工会及び商工会議所以外の者と連携して経営発達支援事業を実施する場合の連携に関する事項 

連携する内容 

 事業名 

Ⅱ．地域経済の活性化に関する取り組み 

 

 内容 

ⅰ 本会震災地域商業復興計画策定委員会を月２回開催し、新市街地形成に向けて今後のまちづ

くりの方向性を検討し、情報の共有化を行う。 

ⅱ 南三陸町、（一社）南三陸観光協会、㈱南三陸まちづくり未来等と情報連絡会議を設置して、

市街地形成後の活性化策の方向性について検討する。 

ⅲ (一社)南三陸観光協会、㈱南三陸まちづくり未来と連携して、地域資源を活用した着地型観

光および新地域ブランド策定の実施により地域経済の活性化を図る。 

具体的な内容としては、ものづくり事業所の見学等を行うインダストリーツアーの策定。南三

陸にて獲れるタナゴ、アイナメなどの小魚、評価の高い肉牛を活用した新商品化を図る。 

ⅳ 南三陸町、（一社）南三陸観光協会と連携して、「なりわい」を観光資源とした観光の再生。

強化、資源循環型社会の地域化を前面に出す新ブランドの創出を図り、観光の振興を推進する。

ⅴ 町外者の来場を目的とした定期的なイベント（歌津わかめまつり、歌津しろうおまつり、志

津川湾夏祭り、産業フェア、おすばて祭り）を開催することで集客を図る。イベントの形態は、

にぎわい創出と販売促進の二つの役割を持つ。 

 

 

連携者及びその役割 

 

 

連携者 

団体名 （一社）南三陸町観光協会 

会 長  及川吉則 

住 所 宮城県本吉郡南三陸町志津川字御前下 51-1 

電 話 0226-47-2550 

 

 

 

団体名 南三陸町  

町 長 佐藤 仁 

住 所 宮城県本吉郡南三陸町志津川字沼田 56-2 

電 話 0226-46-2600 

 

 

 

団体名 ㈱南三陸まちづくり未来 

代表者 三浦洋昭 

住 所 宮城県本吉郡南三陸町志津川字沼田 56 

電 話 0226-28-9880 
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連携体制図等 

 

 

 

 

地域活性化策の策

定・情報共有

南三陸商工会 

（一社） 
南三陸町観光協会 

株式会社南三陸 
まちづくり未来 南三陸町 

「なりわい」を資源とした観光再生、 

強化・資源循環型地域を示す新ブランド創出

地域資源を活用した着地型観光、 

新地域ブランド策定 
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（別表４） 

 商工会及び商工会議所以外の者と連携して経営発達支援事業を実施する場合の連携に関する事項 

連携する内容 

事業名 

  Ⅲ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組み 

 

内容 

 １．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

 

連携者及びその役割 

連携者 

 

団体名 南三陸町  

町 長 佐藤 仁 

住 所 宮城県本吉郡南三陸町志津川字沼田 56-2 

電 話 0226-46-2600 

 

 

団体名 ㈱日本政策金融公庫石巻支店 

代表者 吉池 雅志 

住 所 宮城県石巻市穀町 16-1 明治中央ビル 

電 話 0225-94-1201 

 

 

団体名 ㈱七十七銀行志津川支店 

代表者 相楽 英敏 

住 所 宮城県本吉郡南三陸町志津川字沼田 150-34 

電 話 0226-46-2633 

 

 

団体名 ㈱仙台銀行志津川支店 

代表者 富士原 秀 

住 所 宮城県本吉郡南三陸町志津川字沼田 160-1 

電 話 0226-46-3670 

 

 

団体名 気仙沼信用金庫志津川支店 

代表者 森谷 峰夫 

住 所 宮城県本吉郡南三陸町志津川字磯の沢 117-49 

電 話 0226-46-2619 
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連携体制図等 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

金融懇談会・定期的な情報交換の場 
▶ 地域実状の共有 
▶ 支援ノウハウ等の情報交換 

南三陸町 町内金融機関 

日本政策金融公庫 
石巻支店 南三陸商工会 

支援能力の向上 支援能力の向上 

参加 

連携強化

参加 参加 

参加 


